
武蔵野大学・人間科学部・助教

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６８０

研究活動スタート支援

2022～2018

性暴力被害者の被害実態の分析および性暴力被害者に特有な二次被害に関する調査

Investigation of medical records of victims of sexual violence and investigation
 of secondary damage specific to victims of sexual violence

４０８２３４１４研究者番号：

淺野　敬子（ASANO, Keiko）

研究期間：

１８Ｈ０５８１５・１９Ｋ２１００７

年 月 日現在  ５   ６   ２

円     2,000,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、ワンストップ支援センターからの紹介で精神科を受診した性暴力被害者の
カルテ調査研究である。対象者は、調査期間の6年半の間にワンストップ支援センターからの紹介により精神科
初診となった患者であり、分析の結果、対象者70名のうち74.5%の主診断が急性ストレス障害（ASD）あるいは心
的外傷後ストレス障害（PTSD）であった。
本研究より、ワンストップ支援センターから紹介される性暴力被害者においてはPTSD罹患率が高く、被害者への
PTSD専門治療が求められることが示唆された。性暴力被害者の精神的回復においては、本研究における性暴力被
害者の実情を踏まえた支援が行われることが有用であると考えられる。

研究成果の概要（英文）：In this study, we investigated the medical records of victims of sexual 
violence who were referred by the One-Stop Support Center and visited a psychiatry department. The 
participants were patients who were referred by the One-Stop Support Center and visited the 
psychiatry department during the six and a half years of the study period. The analysis resulted in 
a primary diagnosis of acute stress disorder (ASD) or post-traumatic stress disorder (PTSD) in 74.5%
 of the 70 subjects. This study suggests that sexual violence victims referred by the One-Stop 
Support Center have a high incidence of PTSD and that victims require specialized PTSD treatment. In
 the psychological recovery of victims of sexual violence, it would be useful if support is provided
 based on the actual situation of victims of sexual violence in this study.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： 性暴力被害　二次被害　ワンストップ支援センター　PTSD　性暴力被害者
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって、ワンストップ支援センターからの紹介で精神科を受けた性暴力被害者の実態が明らかとなっ
た。これまで、性暴力被害者の安全を確保しながら被害後早期の支援・介入を行う仕組みがなかったため、その
臨床的、実証的な研究は日本ではほとんど行われてこなかった。性暴力被害者の実態を調査する本研究は、ワン
ストップ支援センターが稼働して初めて可能になった研究である。PTSDの専門診断および治療が可能な精神科と
連携しているワンストップ支援センターは全国でも数少ないため、本研究で得られた知見は、支援者および専門
家が性暴力被害者の実態に即した介入を効果的に行うことに資すると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
平成 29 年に刑法の一部が改正され、強姦罪は「強制性交等罪」という名称に変わった。付帯

決議では性暴力被害者の心理状態を踏まえた対応の必要性や性暴力被害者の二次被害を防ぐ必
要性について言及されたが、日本では性暴力被害者の実態や二次被害に関する実証的な研究は
多くはなかった。 
 研究者らは性暴力被害者のためのワンストップ支援センター（以下、ワンストップ支援センタ
ー）からの紹介によって精神科を受診した性暴力被害者のカルテ調査を行ってきた（淺野ら, 
2017）。その結果、ワンストップ支援センター経由で精神科を受診した性暴力被害者（38 名、平
均年齢 27.6±8.49 歳）は、心的外傷後ストレス障害（Post traumatic stress disorder；以下、
PTSD）および急性ストレス障害（Acute stress disorder；以下、ASD）のり患率が高く（81.6％）、
アルコール摂取時の被害（31.6％）、再被害（39.5%）が 3～4 割あることや、被害後早期に精神
科へつながると PTSD からの回復が早まることが示唆された。先行研究では調査期間が短かく
調査対象者数が少なかったため、性暴力被害者の実態さらに明らかにするためにはカルテ調査
を継続して実施することが求められた。 
 
２．研究の目的 
被害者の支援ニーズに合わせた、切れ目のない支援を各都道府県で行うためには、支援者およ

び専門家は性暴力被害者の実態に即した介入を効果的に行うことが必要である。性暴力に伴う
レイプ神話等の二次被害は、被害や加害の実態にそぐわない誤った信念であり、刑事司法や医療
者と接する機会が多い性暴力被害者に対しては、それらの専門家が性暴力被害者の実情を理解
し、二次被害を与えることなく介入を行うことが被害者の精神健康の回復において重要である。
本研究は、性暴力被害者に特有な二次被害を防ぎ、性暴力被害者の実態に即した支援を行うため
に必要な性暴力被害者の実態を明らかにすることを目的にカルテ調査研究を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）調査方法および調査対象 
調査対象者は、対象となるワンストップ支援センター（以下、A 支援センター）が開設された

2012 年 6 月から 2018 年 11 月末までの 6 年半の間に A 支援センターにつながり、その後 A 支
援センターからの紹介を受けて研究者らの所属する精神科（以下、B 精神科）を受診した女性で
ある。それらの女性のうち、カルテ情報の研究利用について書面にて許諾が得られた 70 名を本
調査の分析対象とした。カルテ情報の収集は、2018 年 11 月末時点でカルテに記載されている情
報の収集を 2018 年 12 月から 2019 年 3 月末までに行った。 
 
（２）調査項目 
 本調査において、カルテより情報収集した調査項目は以下の通りである。 
・ 対象者属性：年齢、性別、教育歴、婚姻歴、同居の有無、精神科既往歴、親族における精神

疾患罹患の有無（以下、遺伝負因） 
・ 被害関連事項：被害時期、被害内容、被害場所、被害状況（アルコール、薬物の摂取）、加害

者との関係、加害者人数、過去の被害歴 
・ 診察および治療関連事項：被害から精神科初診の日数、処方の有無、処方時期、処方内容、

診断の有無、診断名、産婦人科受診の有無、来院経路、付添人の有無、2018 年 11 月末現在
の精神科治療の治療転帰（以下、治療転帰） 

・ 自記式心理尺度：以下の 3 尺度の得点結果 
① 改訂版出来事インパクト尺度（Impact of Event Scale-Revised；以下、IES-R）：PTSD

症状をスクリーニングする 22 項目 5 件法（0～88 点）の尺度であり、カットオフ値は
24／25 点である（Asukai et al., 2002）。 

② 解離体験尺度（Dissociative Experiences Scale；以下、DES）：解離症状を評価する 28
項目 10 件法（0～100%）の尺度である（田辺, 1995）。DES 原尺度では平均得点は PTSD
患者 26.1～31.3、多重人格障害 29.8～57.06 と報告されている（Berstein & Putnam, 
1986）。 

③ 自己評価式抑うつ尺度（Self-Reported Depressive Scale；以下、SDS）：抑うつ症状を
評価する 20 項目 4 件法（0～80 点）の尺度であり、平均得点は正常者 35±12 点、神
経症者 49±10 点、うつ病者 60±7 点である（福田・小林, 1983）。 
 

なお、自記式心理尺度は、対象者が B 精神科来院後に初めて施行し（以下、初回施行）、そ
の後は B 精神科受診期間中に治療の必要性に応じて随時施行した。 

 
本報告では、上記調査項目のうち年齢・年代、教育歴、精神科既往歴、遺伝負因、被害内容、

被害から精神科初診の日数、加害者との関係、被害状況（アルコール摂取）、過去の被害歴、診
断名、処方の有無（薬物療法の有無）、治療転帰、初回施行の自記式心理尺度得点について結果



を報告する。 
 
（３）倫理的配慮 
本調査は研究者らが所属していた病院内倫理委員会および武蔵野大学倫理委員会にて承認さ

れた。本調査の対象は、カルテから得られる情報の研究利用について本人あるいは未成年者の場
合には保護者より書面にて同意が得られた者とし、個人情報は厳重に管理した。本研究に関する
利益相反はない。 
 
４．研究成果 
調査結果を以下に示した。以下に記載するパーセンテージは、対象者 70 名に占める各項目該

当者の割合を示した。 
  
（１）対象者の属性 
全対象者の初診時の年齢は平均 26.8±8.7 歳であった。対象者に 50 代以上の年代の者は含ま

れていなかった。対象者の教育歴は、全対象者では大学および大学院卒が 30 名（42.9%）と最
も多い割合となった。精神科既往歴は、全対象者では、既往歴がある者が 32 名（45.7%）、既往
歴がない者が 36 名（51.4%）、不明が 2 名（2.9%）であった。遺伝負因は、全対象者では、遺伝
負因のある者が 30 名（42.9%）、遺伝負因のない者が 35 名（50.0%）、不明が 5 名（7.1%）であ
った。 
 
（２）被害内容 
 B 精神科受診の動機となった被害（以下、受診動機の被害）の種類は、「レイプ」がもっとも
多く、全対象者で 38 名（54.3%）であり、続いて「強制わいせつ」22 名（31.4%）、「性的虐待」
5 名（7.1%）、「夫・パートナーからの暴力（性暴力含む）」3 名（4.3%）、「その他」2 名（2.9%）
であった。全対象者のうち、被害後 3 か月以内に B 精神科を受診した者は 40 名（57.1%）であ
った。被害後 13 か月以上経過してから B 精神科初診となった対象者 16 名（22.9%）のうち 8
名（11.4%）は、被害から 10 年以上経過した後、B 精神科を受診しており、当該 8 名（11.4%）
の平均年齢は 29.0±7.21 歳であり、うち 5 名（7.1%）は家族・親族からの被害であった。加害
者は知人・顔見知りが最も多く 44 名（62.9%）であり、見知らぬ人からの被害は 14 名（20.0%）
であった。家族を含めると対象者全体のうち、55 名（78.6%）は面識がある者からの被害であっ
た。被害時にアルコール摂取していた者は全対象者で 23 名（32.9%）であった。 

B 精神科受診の動機となった被害を除き、過去に何らかの被害に遭っていた者は全体で 24 名
（34.3%）であった。過去に何らかの被害に遭っていた者のうち、過去の被害内容がレイプ、強
制わいせつ、性的虐待といった性暴力被害であった者は 20 名（28.6%）であった。 
 
（３）臨床診断等の治療に関する内容 
 臨床診断は、初診時または通院初期に診断した主診断名を DSM-5 あるいは DSM-Ⅳ-TR に基
づいて分類した。主診断名が PTSD（PTSD 疑い 4 名を含む）および ASD である者は全対象者
のうち 52 名（74.3%）であった。PTSD 疑いとは、初診時に PTSD 症状が見られたものの確定
診断前に治療が終結あるいは中断した者であり、各 2 名含まれていた。薬物療法が行われた者
は全対象者のうち 35 名（50.0%）であった。 
 治療転帰は、全対象者のうち治療終結した者が 23 名（32.9%）、治療継続中が 21 名（30.0%）、
治療中断が 20 名（28.6%）であった。治療終結した者は、症状寛解あるいは軽症により終結し
ており、症状が悪化した者や症状不変の者はいなかった。 
 対象者が B 精神科来院後に初めて回答した全対象者の IES-R の平均値は 55.9±16.4 であり、
PTSD 症状のカットオフ値 24/25 を大きく上回った。全対象者の DES の平均値は 29.2±18.0 で
あり、原尺度の PTSD 患者の平均 26.1～31.3 と同程度であった。全対象者の SDS の平均値は
58.2±16.7 であり、神経症者からうつ病者に該当する得点であった。 
 
（４）考察 
 本調査では、ワンストップ支援センターからの紹介で精神科を受診した性暴力被害者の実情
が明らかとなった。本研究の結果について、前回調査（淺野ら, 2017）と比較し、考察する。 
 対象者 70 名の年代は 20 代までの者が 67.1%を占めた。前回調査の対象者 30 名に占める 20
代までの割合 73.3%よりは低いものの、本調査においても 20 代以下の被害者が多数を占めた。
本調査では被害後 10 年以上経ってから B 精神科を受診した者が 1 割を超えており、その多くが
家族・親族からの被害であった。ワンストップ支援センターの多くは、被害直後から救急医療や
証拠採取等の産婦人科医療を提供し、被害直後からの被害者の精神的なケアを行っているが、連
携する精神科治療においては、急性期の対応だけではなく、複雑性 PTSD 等の専門的な治療が
可能な体制を整えておく必要性が示唆された。 
対象者のうち、精神科既往歴がある者は 51.4%であり、遺伝負因がある者の割合は 42.9%であ

った。日本において、性暴力被害を含む犯罪被害者等の精神既往歴についての報告はなく比較が
できないが、前回の調査結果と同様に精神科既往歴がある者の割合は、地域住民に占める割合と
比較して非常に高い結果となった。また、対象者における主診断名の割合は、PTSD および ASD



が 74.3%であり、前回調査の割合 83.3%と同様に対象者における PTSD の罹患率は高い結果と
なった。低年齢であること（Brewin et al., 2000）、精神科既往歴あるいは遺伝負因があること
（Ozer et al., 2003）は PTSD 罹患のリスク要因であり、前回調査結果と同様に本対象者の PTSD
罹患率の高さとの関連が示唆される。本調査結果より、性暴力被害者においては精神科医療機関
等への紹介を勧めることが被害者の精神的回復に資すると考えられる。 
加害者との関係は、顔見知りおよび家族による被害が対象者の 78.6%を占め、見知らぬ人から

の被害は 20.0%であった。筆者ら行った前回調査では、顔見知りおよび家族による被害は対象者
の 83.3%を占めていた。本調査の対象者は、内閣府（2020）と同様に顔見知りおよび家族によ
る性暴力被害の割合が高い結果となった。 
被害時にアルコール摂取していた者は 32.9%であった。前回調査では 36.7%であり、前回調査

と同様に対象者の約 3 割を占めた。被害時にアルコール摂取をしていた場合には警察への通報
率下がることが報告されている（Wolitzky-Taylor et al., 2011）。本調査では、対象者における警
察への通報率は算出できていないものの、被害を申告しにくいとされている被害者がワンスト
ップ支援センターを利用することができていることが示唆される。 
対象者のうち、受診理由の性暴力被害とは別に、過去に性暴力等の被害歴のある者は 34.3%で

あった。性暴力の被害歴に限らず、トラウマ歴は PTSD 罹患のリスク要因であるため（Ozer et 
al., 2003）、本対象者の PTSD 罹患率が高いこととの関連が示唆される。海外のシステマティッ
クレビュー研究では、幼少期の性的虐待では、とくに性暴力の再被害率が 47.9%と高いことが示
されている（Walker et al., 2019）。近年、トラウマ・インフォームド・ケア（野坂, 2019）とし
て、トラウマ体験の有無が確認されていない人々に対しても、トラウマ体験がある可能性を考慮
してトラウマ体験の特徴を理解し、その影響を認識しながらケアを行うことが推奨されている。
本研究では、前回調査と同様に性暴力被害者のうち、過去に別の被害を経験している者の割合が
低くはないことが示され、性暴力被害者の治療や支援の現場では、トラウマティックな出来事を
経験した人に対しても、それ以前のトラウマ経験がないか、トラウマ・インフォームド・ケアの
視点で関わることが有用であると考えられる。また、再被害によって精神健康は悪化するため、
ワンストップ支援センターの支援や精神科治療につながった際に、再被害防止について介入す
ることは、再被害の予防の点から重要であると考えられる。 
被害から精神科初診までの期間は、3 か月以下が 57.1%を占めており、前回調査の割合 56.7%

と近似値であった。対象者は被害から間もない時期から相談することができており、被害後まも
なくから一か所で支援を行うというワンストップの支援が機能していると考えられる。一方、被
害から 10 年以上たってからの相談件数が 1 割を超えており、ワンストップ支援センターと連携
する精神科では、過去の被害についての治療が求められる。また、性暴力被害者が被害後早期に
相談するためには何が必要であるか検討し対応する必要があると考えられる。 
ソーシャルサポートの欠如は PTSD 発症のリスク要因である（Ozer et al., 2003）が、本調査

対象者が A 支援センターから受けたソーシャルサポートについては分析されていないため、A
支援センターのサポートが性暴力被害者の PTSD 発症リスク低減に与えた影響について検討が
なされていない。しかし、対象者は A 支援センターから産婦人科医療、捜査関係や法的手続き
の支援を受けた後、精神科に紹介がなされており、寛解または軽快により治療終結した対象者に
おいては、A 支援センターの支援が PTSD 症状等の回復に役立ったことが示唆される。PTSD
はトラウマ後から生じる症状の回復が阻害され慢性化することが罹患の原因であるとされてお
り、ワンストップ支援センターの支援者が提供するサポートは性暴力被害者の PTSD 発症リス
クを低減させる重要な役割を果たしていると考えられる。 
性暴力被害者に対する二次被害を減らすためには、被害者と加害者の関係や被害状況、被害者

の精神症状について、専門家や支援者が実態を把握していることが重要であり、本研究結果によ
って明らかとなった性暴力被害者の実情が支援や治療の現場において二次被害を防ぐことに資
すると考えられる。 
 
（５）本研究の限界 
本調査では、ワンストップ支援センターから精神科に紹介された性暴力被害者を対象として

いるが、調査期間内に A 支援センターで支援した被害者総数およびそのうち B 精神科へ紹介し
た被害者数の実数が不明である。そのため、サンプルが便宜的標本（convenience sample）とな
っており、代表性に乏しい。週 1 日の精神科診療で診察できる患者数に限度があるため、精神科
治療が必要な者のうち、一部の被害者のみの診察を行っていたことになり、ワンストップ支援セ
ンターからは精神症状等が重篤な者が精神科に紹介されている可能性がある。したがって、本調
査対象者は、性暴力被害者のうち PTSD 重症度が高い者が多く受診している可能性があり、本
調査対象者はワンストップ支援センターを利用した性暴力被害者を代表しているとは言えない。
また、PTSD のリスク要因、増悪の要因として、刑事手続き等の有無が関係すると考えられるが、
本対象者における刑事手続きの有無は確認できていないため、その影響を考慮できていない。本
調査の対象者は女性であり、すべて男性からの被害であったが、ワンストップ支援センターを利
用した被害者の治療および支援について検証する上では、異性からの被害に加えて同性からの
被害や男性の被害者、性的少数者や障害者の性暴力被害者について実情を把握することが必要
である。 
 



（６）おわりに 
 本研究は、先行研究の続報としてワンストップ支援センターからの紹介で精神科を受診した
被害者の実情について報告するとともに、対象者における CBT 導入者および CBT 非導入者の
特徴について比較、検討した。ワンストップ支援センターから紹介される性暴力被害者において
は PTSD 罹患率が高いことが示唆され、被害者への PTSD の専門治療が求められる。犯罪被害
者等の支援においては全国どこでも必要な支援等が途切れることなく提供されることが必要で
あり、性暴力被害者の精神的回復においては、本研究における性暴力被害者の実情を踏まえ、二
次被害に留意して支援や治療が行われることが有用であると考えられる。 
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